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 平成29年12月１日付29春都政第443号 
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                       春日井市市長 伊藤 太 
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松河戸地区
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ＪＲ春日井駅

ＪＲ勝川駅

ＪＲ神領駅

ＪＲ高蔵寺駅

凡例

地区計画の変更に係る区域

高森台地区
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 都市計画法 新旧対照表（抜粋） 
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 建築基準法 新旧対照表（抜粋） 
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都市計画松河戸地区計画を次のように変更する。

地区の名称 A地区 B地区 C地区

地区の面積 約24.3ha 約2.0ha 約28.0ha

地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関

す
る
事
項
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地
区
の
区
分

名　　　　　　　　称 松河戸地区計画

位　　　　　　　　置
春日井市松河戸町1丁目、2丁目、4丁目、5丁目、6丁目の
各一部

面　　　　　　　　積 約54．3 ha

本地区は春日井市の南部に位置し、地区の北部は都市計画
道路名古屋環状２号線及び高速名古屋環状２号線、西は都
市計画道路松新線に接し、一級河川庄内川をもって名古屋
市と隣接する地区である。
当地区の南部にある既存の集落については良好な住環境を
保全し、北部の高速道路沿いの地区については、周辺に公
害を及ぼすおそれのないサービス業務施設を誘導する。

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

土地利用の方針

土地区画整理事業における土地利用計画を基に、地区の特
性に応じ南部の既存集落地をＡ地区に、北部高速道路沿い
の地区をＢ地区とＣ地区に細分化する。

（Ａ地区）既存の集落の住環境を保全するよう誘導する。

（Ｂ地区）既存の集落の住環境を保全しつつ、幹線道路沿
いについて沿道型施設等を誘導する。

（Ｃ地区）周辺に公害を及ぼすおそれのないサービス・業
務施設の立地を図る。

建築物等の整備の方針

既存の住環境の保全と、周辺と調和のとれた環境の確保を
図るため建築物の用途の制限を行う。
また、敷地の細分化等による環境悪化を防止するため敷地
面積の最低限度を定めるとともに、Ａ地区及びＢ地区につ
いては、日照・通風を確保するため建築物の高さの最高限
度を定める。
さらに、建築物の壁面の位置の制限、垣又はさくの構造の
制限及び、建築物等の形態又は意匠の制限を行い、ゆとり
を持った良好な住宅環境の形成とその維持、保全を図る。

尾張都市計画地区計画の変更　（春日井市決定）

地区計画の目標
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地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物等の用途の制限

【B地区】

【A地区】

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

１　ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴル
フ練習場及びバッティング練習場などの運動施設
２　ホテル又は旅館
３　自動車教習場
４　床面積の合計が１５平方メートルを超える規模の畜舎
５　三階以上の部分を建築基準法別表第２（は）項に掲げ
る建築物以外の建築物の用途に供するもの
６　建築基準法別表第２（は）項に掲げる建築物以外の建
築物の用途に供するもので、その用途に供する部分の床面
積の合計が1500平方メートルを超えるもの

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

１　建築基準法別表第２（と）項に掲げる準住居地域内に
建築してはならない建築物のうち、第１号、第３号及び第
４号に掲げるもの
２　倉庫業を営む倉庫
３　ホテル又は旅館

【C地区】

壁面の位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線（隅
切部分は除く。）までの距離（以下「後退距離」とい
う。）は、１メートル以上とする。
ただし、物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒
の高さが2.5メートル以下で、かつ、後退距離の限度に満
たない部分の床面積の合計が６平方メートル以内の建築物
又は建築物の部分は除く。

建築物等の高さの最高限度
Ａ地区・Ｂ地区については建築物の高さは１２メートル以
下。

建築物等の形態又は色彩その他
の意匠の制限

道路に面する土留め擁壁等を設置する場合は、各前面道路
の平均地盤面から0.5メートル以下又は0.7メートル以下の
高さとする。
ただし、土地区画整理事業の施行として市が行う土留め擁
壁等の設置及びこれの改築（同規模以下のものに限る）に
ついてはこの限りではない。

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

１　次に掲げる事業を営む工場
（１）印刷用インキの製造
（２）原動機を使用する魚肉の練製品の製造
（３）原動機を使用するセメント製品の製造
（４）製針又は石材の挽き割りで出力の合計が１．５キロ
ワットを超える原動機を使用するもの
（５）出力の合計が２．５キロワットを超える原動機を使
用する製粉
（６）めっき
（７）建築基準法別表第２（ぬ）項のうち第３号に掲げる
事業（引火性溶剤を用いるドライクリーニング、ドライダ
イイング又は塗料の加熱乾燥若しくは焼付（赤外線を用い
るものを除く。）を除く。）
２　キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホール、
その他これらに類するもの
３　倉庫業を営む倉庫
４　ホテル又は旅館

建築物の敷地面積の最低限度 １００㎡
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理由（松河戸地区計画）
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建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴い、本案のように変更するものである。また、松河戸土
地区画整理事業の換地処分に伴い町名地番が変更されたため、位置を変更するものである。

垣又はさくの構造の制限

道路又は緑地に面する垣又はさくは、生垣あるいは透視性
のフェンス、鉄さく等とし、ブロック塀等これらに類する
ものは設置してはならない。
ただし、フェンス等の基礎で、ブロック等これらに類する
ものの高さが0.6メートル以下のもの、門柱又は道路境界
線より１メートル以上後退した距離に設置するものについ
ては安全な構造のものとし、後退距離以下の高さのものに
ついてはこの限りではない。



都市計画高森台地区計画を次のように変更する。

延　　長

約305m

約400m

約300m
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尾張都市計画地区計画の変更　（春日井市決定）

配　　置

計画図表示のと
おり

道
　
　
路

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

Ｃ地区

Ａ－１地区 Ａ－２地区

６ｍ

道路２号 12ｍ

道路３号 12ｍ

周辺に公害を及ぼす恐れのない研究・生産施設（都市型産業等）等
を誘導する。

サービスインダストリー地区 誘致施設地区

Ａ地区

Ｂ地区

地区施設の配置及び規模

名　　称 幅　　員

道路１号

地区計画の目標

本地区は、高蔵寺ニュータウンの北部に位置し、周辺の良好な住宅
環境と整合を図りつつ、雇用機会の拡大、土地利用の増進を図るた
め生活利便施設の立地及び周辺に公害を及ぼす恐れのない頭脳集約
型都市型産業の研究、生産施設等の誘致を進め、健全で活気のある
市街地形成を図ることを地区計画の目標とする。

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

土地利用の方針

高蔵寺ニュータウンの土地利用計画を基本とし、地区最北端の土地
利用を図るため、以下の３つに区分する。

Ａ地区（サービスインダストリー地区）

周辺の生活利便を増進するための施設等を誘導する。

Ｂ地区（サービスインダストリー地区）

周辺の住環境を悪化させない、作業所を保有する生活維持に必要な
施設等を誘導する。

Ｃ地区（誘致施設地区）

地
区
整
備
計
画

地区の面積

約10.7 ha

約8.6 ha 約24.0 ha

約6.3 ha 約4.4 ha

地
区
の
区
分

地区の名称

名　　　　　　　　称 高森台地区計画

位　　　　　　　　置 春日井市高森台４丁目の一部及び高森台５丁目の一部

面　　　　　　　　積 約43．3ha

地区施設の整備の方
針

居住者の利便性、安全性の向上を図るため、道路を適正に配置し、
整備を図る。

建築物等の整備の方
針

周辺との調和のとれた地区環境の確保と維持を図るために建築物の
用途の制限を行うとともに、建築物の過密化を防止し、健全な都市
環境を形成するため、サービスインダストリー地区のB地区、誘致
施設地区のC地区に建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最
高限度、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度を定
める。さらに区域全体に、建築物の敷地面積の最低限度、建築物等
の形態又は意匠の制限、垣又はさくの構造の制限、サービスインダ
ストリー地区のA地区に建築物等の高さの最高限度、誘致施設地区
のC地区に建築物の壁面の位置の制限を定める。



Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ｂ地区 Ｃ地区地区の名称

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地
区
整
備
計
画

次の各号に掲げ
る建築物は建築
してはならな
い。

１　老人ホー
ム、身体障害者
福祉ホームその
他これらに類す
るもの

２　公衆浴場

３　ボーリング
場、スケート
場、水泳場、ス
キー場、ゴルフ
練習場、バッ
ティング練習
場、テニス場な
どの運動施設

４　ホテル又は
旅館

５　自動車教習
場

６　床面積の合
計が１５平方
メートルを超え
る規模の畜舎

７　病院

次の各号に掲げ
る建築物は建築
してはならな
い。

１　住宅及び、
共同住宅、寄宿
舎又は下宿（Ｂ
地区内の事業所
の管理用住宅及
びＢ又はＣ地区
内の事業附属寄
宿舎は除く）

２　老人ホー
ム、身体障害者
福祉ホームその
他これらに類す
るもの

３　公衆浴場

４　マージャン
屋、ぱちんこ
屋、射的場、勝
馬投票券発売
所、場外車券売
場その他これら
に類するもの

５　ホテル又は
旅館

６　自動車教習
場

７　床面積の合
計が１５平方
メートルを超え
る規模の畜舎

８　キャバ
レー、料理店、
ナイトクラブ、
ダンスホールそ
の他これらに類
するもの

９　次に掲げる
事業を営む工場
（１）印刷用イ
ンキの製造
（２）原動機を
使用する魚肉の
練製品の製造
（３）原動機を
使用するセメン
ト製品の製造

次の各号に掲げ
る建築物は建築
してはならな
い。

１　住宅及び、
共同住宅、寄宿
舎又は下宿（Ｃ
地区内の事業所
の事業附属寄宿
舎は除く）

２　神社、寺
院、教会その他
これらに類する
もの

３　老人ホー
ム、身体障害者
福祉ホームその
他これらに類す
るもの

４　公衆浴場

５　診療所

６　ボーリング
場、スケート
場、水泳場、ス
キー場、ゴルフ
練習場、バッ
ティング練習
場、テニス場な
どの運動施設

８　ホテル又は
旅館

７　マージャン
屋、ぱちんこ
屋、射的場、勝
馬投票券発売
所、場外車券売
場その他これら
に類するもの

９　自動車教習
場

１０　床面積の
合計が１５平方
メートルを超え
る規模の畜舎

１１　劇場、映
画館、演芸場又
は観覧場
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次の各号に掲げ
る建築物は建築
してはならな
い。

１　老人ホー
ム、身体障害者
福祉ホームその
他これらに類す
るもの

２　公衆浴場

建築物等の用途の制
限
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Ｂ地区 Ｃ地区

（４）製針又は
石材の挽き割り
で出力の合計が
１．５キロワッ
トを超える原動
機を使用するも
の
（５）出力の合
計が２．５キロ
ワットを超える
原動機を使用す
る製粉
（６）めっき
（７）建築基準
法別表第２
（ぬ）項のうち
第３号に掲げる
事業（引火性溶
剤を用いるドラ
イクリーニン
グ、ドライダイ
イング又は塗料
の加熱乾燥若し
くは焼付（赤外
線を用いるもの
を除く。）及
び、出力の合計
が０．７５キロ
ワットを超える
原動機を使用す
る塗料の吹付を
除く。）

１０　建築基準
法別表第２
（ぬ）項のうち
第４号に掲げる
危険物の貯蔵又
は処理に供する
もの

１２　キャバ
レー、料理店、
ナイトクラブ、
ダンスホールそ
の他これらに類
するもの

１３　物品販売
業を営む、店舗
又は飲食店

１４　次に掲げ
る事業を営む工
場
（１）印刷用イ
ンキの製造
（２）原動機を
使用する魚肉の
練製品の製造
（３）原動機を
使用するセメン
ト製品の製造
（４）製針又は
石材の挽き割り
で出力の合計が
１．５キロワッ
トを超える原動
機を使用するも
の
（５）出力の合
計が２．５キロ
ワットを超える
原動機を使用す
る製粉
（６）めっき
（７）建築基準
法別表第２
（ぬ）項のうち
第３号に掲げる
事業（引火性溶
剤を用いるドラ
イクリーニン
グ、ドライダイ
イング又は塗料
の加熱乾燥若し
くは焼付（赤外
線を用いるもの
を除く。）及
び、出力の合計
が０．７５キロ
ワットを超える
原動機を使用す
る塗料の吹付を
除く。）

１５　建築基準
法別表第２
（ぬ）項のうち
第４号に掲げる
危険物の貯蔵又
は処理に供する

Ａ－２地区Ａ－１地区

建築物等の用途の制
限

地区の名称

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地
区
整
備
計
画



理由（高森台地区計画）　

建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴い、本案のように変更するものである。
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10分の5

500㎡

―

―

10分の15

10分の5

10,000㎡

建築物の外壁又
はこれに代わる
柱の面（門扉は
除く）から道路
境界線又は高森
台緑地境界線ま
での距離は計画
図表示のとおり

―

Ｂ地区 Ｃ地区地区の名称 Ａ－１地区 Ａ－２地区

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地
区
整
備
計
画

建築物等の形態又は
色彩その他の意匠の
制限

屋外広告物は愛知県屋外広告物条例第３条第１号に定める地域にお
ける同条例の基準に適合すること。

垣又はさくの構造の
制限

道路境界線又は都市計画緑地境界線から10メートル以内の部分の垣
又はさくは、生垣あるいは透視性のフェンス、鉄さく等とし、ブ
ロック塀等これらに類するものは設置してならない。
ただし、フェンス等の基礎でブロック等これらに類するものの高さ
が0.6メートル以下のもの、又は門柱にあってはこの限りではな
い。

壁面の位置の制限 ― ―

建築物等の高さの最
高限度

― 10ｍ

建築物の建ぺい率の
最高限度

― ―

建築物の敷地面積の
最低限度

200㎡ 200㎡

建築物の容積率の最
高限度

― ― 10分の15


